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下、佐藤（1985）p. 170以下、伊藤（1959）p. 151以下、門田（1990a）p. 49以下、同（1990b）p. 87
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  2） ヘイトスピーチ規制の問題点が明確性の論点に収斂することについて、櫻庭（2014）p. 114。
  3） 小谷（2014）p. 90。
  4） 最大判昭和 50・9・10刑集 29巻 8号 489頁。
  5） 最大判昭和 59・12・12民集 38巻 12号 1308頁。
  6） 最大判昭和 60・10・23刑集 39巻 6号 413頁。
















 12） 笹倉（2009）p. 12、p. 44。
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